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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、超高力ボルト創製に関する基礎研究を材料・建築・土木分野の研究者が共同で

行った。その結果、1800MPa 級超高力ボルトを実現するための最適材料化学成分と金属組織な

らびにボルト形状を提案した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

A fundamental study on the fabrication of an ultrahigh strength bolt has been carried 
out through the collaboration among the researchers in the fields of metallurgy, 
architecture, and civil engineering. The optimized chemical composition and 
microstructure of the steel and bolt shape were proposed to realize 1800 MPa-class 
ultrahigh strength bolt. 
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１．研究開始当初の背景 

東京オリンピックをひかえた 1960年代前半、
東海道新幹線や名神・東名高速道路などの社
会インフラの整備が行われた。この時期に高
力ボルトが開発され、これらインフラ建設に
貢献した。これまでのリベット接合に取って
代わり、火気を必要としない、打ち込み時の
騒音から解放されるなどの大きなメリット
をもたらしたのである。高力ボルトとは
JISB1186-1195で規定される 800MPa以上の引

張強度を持つ鉄鋼製のボルトである。 

現在、土木・建築分野では F10Tの高力ボル
ト（引張強さが 1000～1100MPa）による摩擦
接合が主流であるが、都市内高架橋などの都
市部のインフラ整備には、施工費用とともに
施工期間の圧縮などが強く求められており、
ボルト本数を低減できる土木・建築用高力ボ
ルトの高強度化が希求されている。また、超
高層建築物をはじめとする部材の薄肉化や
高強度化に対してより一層のボルトの高強
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度化が求められている。最近では F10Tの約 1．
5倍に相当する軸力の導入が可能な F14T超高
力ボルト（引張強さ 1400MPa～1600ＭＰa）が
製品化され建築分野での利用実績が増えて
いる 1）。さらに 2000MPa 級の超高力ボルトが
実用化されれば、接合部の更なるコンパクト
化が可能となり鋼構造物のデザインも変革
できる。すなわち、ボルトの超高強度化によ
って、省資源化、省力化、省エネルギー化そ
して CO2 削減という大きな波及効果が期待で
きる。 
ところが引張強さが 1200MPa を超えた低合

金鋼（炭素以外の合金元素の添加量が 10％以
下）では遅れ破壊が深刻な問題であり、高力
ボルト高強度化の大きな妨げとなってきた。
遅れ破壊とは、大気腐食によって水素が発生、
鋼材中に侵入して鋼材が脆化して起こる破
壊で、時間遅れ破壊の略称である。室温にお
いて鋼中で応力集中部に拡散集積する水素、
いわゆる拡散性水素が遅れ破壊の原因であ
る。この遅れ破壊、すなわち安全性の問題の
ため、F14T超高力ボルトが開発されるまでの
約 30 年間、土木・建築用高力ボルトの高強
度化は F10T の高力ボルトで頭打ち状態であ
った。 

研究代表者らは、独）物質・材料研究機構
(NIMS) で 1997年～2005年度まで遂行された
超鉄鋼プロジェクトおいて、まず 1800MPa の
引張強度で耐遅れ破壊性に優れた 1800MPa級
低合金鋼（0.6%C-2%Si-1%Cr-1%Mo 鋼＝プロト
タイプ鋼）２）を開発した。ついでプロトタイ
プ鋼材を用いて、ボルトメーカーの既存の頭
部熱間圧造、ねじ部冷間転造の設備で、JIS 
B1180 で規格された M22 六角ボルト（引張強
さ 1700MPa）の試作に成功した２）。ところが、
既存の F10T と同じねじ形状では、ボルトの
大気暴露試験でボルトのねじ部を起点とし
た遅れ破壊が頻繁に発生するという問題点
があった。しかも引張強さが 1700MPa を超え
る超高強度鋼材では切欠靭性が低く、ボルト
の引張変形能が低いという問題点もあった。 

高軸力のボルト締め付けに際しては塑性
ひずみも大きくなるため、ねじ部を起点とし
て遅れ破壊が起こることは良く知られてい
る。したがってボルトの機械的性能を向上す
る主な方策として、（１）素材の耐遅れ破壊
特性を向上することに加えて、（２）ボルト
の形状を工夫してねじ部への応力集中を低
減することが一般に提案されている。例えば、
前述の F14T ボルトでは、拡散性水素の許容
量が大きい鋼材の開発と遅れ破壊の起こり
にくいボルト形状の開発により耐遅れ破壊
性能の向上が図られている１）。具体的には、
Mo、V の炭窒化物等の鋼中水素をトラップす
るナノサイズの粒子をマトリクス中に微細
に分散させて許容水素量を大きくした鋼材
を素材とすると共に、ボルトの（１）新ねじ

形状の開発、（２）ボルト軸からねじ部への
移行部形状の改良、（３）ボルト頭部首下曲
率半径ｒの増大、（４）ナット形状の変更に
より、従来の F10T の高力ボルトとは異なる
独自の形状が開発されている。 

 

２．研究の目的 

本研究では、上記背景を踏まえて、安全安
心な社会基盤を効率良く達成するために、都
市内高架橋や高層建築などに汎用可能な
1800MPa 級超高力ボルトを実現することを目
標として、材料・建築・土木分野の研究者が
チームを組んで材料化学成分と金属組織な
らびにボルト形状の最適化のための基礎研
究を行った。まず、（１）成形性と部品強度
を満足させるための材料化学成分の最適化
を行った。ついで、（２）得られた鋼材を用
いて、ボルト締結時の施工性や地震などの巨
大力の負荷を考慮したボルト形状の検討を
行ってボルトの試作を行った。そして、（３）
ボルトの機械的性能を評価して提案するボ
ルト形状の検証を行った。 

 

３．研究の方法 

(1)鋼材の最適化 
プロトタイプ鋼の問題点は、炭素量が 0.6 
mass%（以下 mass%は単に%と記す。）と多いた
めに、靭性が低いことに加えて、軟質化が困
難で冷間成形性が従来材よりも务ることで
あった。表１に実験で用いた鋼材の化学成分
を示す。なお、P、Sの含有量は 10 mass ppm
以下である。プロトタイプ鋼（C 鋼）から C
と Si 量を変えた鋼材（Ａ,Ｂ鋼）を真空溶解
で溶製し、鋼材の軟質化挙動と成形性の関係、
ならびに 450℃～650℃焼戻軟化挙動を調査
した。その結果、冷間成形性と 1800MPa の引
張強さを満足させるための材料化学成分お
よび熱処理条件（＝金属組織）の最適化を行
った。 
 
 

鋼材 C Si Mn Cr Mo 

A 0.52 0.98 0.2 1.02 1.00 

B 0.51 1.99 0.19 1.02 1.00 

C 0.59 1.99 0.20 1.02 1.01 

 
ここで得られた鋼材について、引張変形特

性、遅れ破壊特性を評価し、ボルト形状を設
計するための材料力学特性データを取得し
た。 
(２)ボルト形状の検討とボルトの試作 
上記３．１で合金成分が最適化された鋼に

ついて、150 ㎏真空溶解・鋳造、ならびに熱
間鍛造のプロセスにより M22ボルト用丸棒素
材を作製した。素材は軟質化焼鈍処理を施し
た後、M22 トルシア型ボルトを作製した。ボ

表 1 供試材の化学組成（mass%） 



 

 

ルト頭部は既存のボルトフォーマーにより
冷間で作製した。ボルト成形体は焼入れ・焼
戻処理を施してボルト製品とした。試作した
ボルト製品の基本性能は、JIS B1186 の評価
法に従って調査した。 

ボルト製品の引張変形性能に及ぼす軸径
の影響は以下の手順で調査した。図 1 に加力
概要図を示す。加力はアムスラー型万能試験
機で圧縮力を加え、冶具を介して試験体に引
張力を作用させた。変位計を鋼板の４辺に取
付け、上下の鋼板の相対変位を試験体が破断
するまで測定した。なお、試験は、事前にキ
ャリブレーション試験を行い、張力管理によ
り、締め付けを行って、ボルト製品のねじ部
の降伏耐力の 0.75倍に相当する初期張力（＝
0.75×降伏強さ×Ae）を導入した。この試験
により、種々の軸径を有するボルト製品の変
位量と荷重の関係を調査した。 
 ねじ部については、FEM 解析により最適な
ねじ形状を見出した後、試作したボルト製品
の引張試験により解析結果の妥当性を検証
した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
（１）鋼材の最適化 
図 2 は、920℃から焼入した鋼材の硬さと焼
戻温度の関係を示す。図中のカッコ内の数値
は、軟質化処理後の鋼材のビッカース硬さを
示す。軟質化処理後の硬さは C→B→A鋼の順
に低くなっている。よって、これまでに開発
してきたプロトタイプ鋼（C 鋼）に対して、C
量と Si 量を下げるほど鋼材の軟質化に効果
がある。その一方で、（１）1800MPa の引張強
度を達成するにはビッカース硬さ 520 以上、
（２）Mo炭化物の析出に関連した水素トラッ
プ機能が発現し、耐遅れ破壊特性の改善が期
待される焼戻処理温度域は 530℃～600℃で
あり、この条件を A鋼は、満たさない。この
結果から、冷間成形性と 1800MPa の引張強さ

を満足させるための最適な鋼材として B鋼を
選択した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3 は A 鋼、B 鋼、ならびに C 鋼の切欠試
験片の応力集中係数と切欠引張強さとの関
係を示す。ここでは万能型引張試験を用いて、
クロスヘッドスピードが 0.005mm/minで試験
片を破断するまで試験した。なお、比較とし
て、JIS-SCM440 鋼材（引張強度=1400MPa）の
データも示す。SCM鋼材と比べて、B，C 鋼材
で切欠引張強さの応力集中係数依存性が高
く、応力集中係数を低くすることによって高
い切欠引張強さを得ることができる。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
例えば、図 4 は低歪速度引張（クロスヘッ

ドスピード=0.005mm/min）による水素割感受
性試験の結果である。なお、鋼中の水素量は
昇温脱離分析法で測定し、100℃/h で試験片
を加熱し 300℃までに放出される水素量を拡
散性水素量として定義した。同じ負荷荷重で
拡散性水素の許容量を比べた場合、例えば負
荷荷重 1400MPa では、図中に矢印で示すよう
に SCM440 鋼よりも C 鋼の方で許容水素量が
高い。A 鋼では切欠底の応力集中係数を小さ
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図 1 ボルトの加力概要図 

図 3 応力集中係数と切欠引張強さの関係 

図 2 焼戻温度と硬さの関係 



 

 

くすること、すなわちねじ部への応力集中を
小さくすることでさらに許容水素量を高く
できる。 

以上の結果は、B 鋼材について、ねじ部へ
の応力集中を低減できるボルトの形状設計
ができれば、ボルトの機械的性能を向上でき
ることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（２）ボルト軸形状 
図 5 は、JIS-F10T ボルトに対して軸部径を

変えたボルトの形状を示す。なお、ねじ形状
は既存の F10T ボルトと同じである。ボルト
成形体は 940℃で 1 時間のオーステナイト化
処理後、焼入れし、540℃で 1 時間の焼戻処
理を施した。ボルト製品から切り出した JIS4
号試験片の引張強さは 1815MPa であった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 6 は、ボルトの最大変位量と最大荷重
の関係をボルト軸径の関数として示す。ボル
ト軸径が小さくなるほど最大荷重は低下す
るが、軸径 19.5mm では荷重をあまり低下さ
せることなくボルトの変形量を急激に大き
くできることがわかる。この試験体では終局
時に軸部破断が生じており、ねじ部への応力
集中が緩和されることに加えて、軸部での変
形により大きな変位量が得られたものと考

える。すなわち、ボルト軸部の形状を適切に
設計することでボルトの張力をあまり損な
わずに優れたエネルギー吸収能力を発揮す
る超高力ボルトを作製できることが明らか
となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）ボルトねじ部 
素材力学特性パラメータと FEM解析により

以下のようなねじ部を設計した。すなわち、
ねじ部に等間隔ピッチで設けられるねじ山
の相対するフランク面の角度が 60°を有し、
かつねじ部の谷底の形態がとがり山の高さ
を Hとし、相対するねじ山のフランク面と谷
底との移行点を前記とがり山底辺から H/2に
設定するとともに、前記それぞれの移行点に
おいてフランク面に当接する半径 Rが H/3の
当接小円を描く弧状曲線を形成する方法で
ねじ形状（NEW ねじ形状と呼ぶ）を規定した。
ここでは、ねじ部の加工精度を JIS-F10T ボ
ルトと同様に保ちつつ、ねじ部での応力集中
を JISボルトよりもねじ部よりも低減できる
ように工夫した。JIS ねじ形状と NEW ねじ形
状の超高力ボルトを前記４．１のボルトと同
様に製造して引張試験（ボルト張力なし状態
で）を行った。 JIS ねじと NEWねじ形状ボル
トの破断荷重を図 7 に示す．NEW ねじボルト
は JIS ねじボルトより 200MPa 高い破断荷重
を示し，耐荷性能が高いことが検証できた。 
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図 5 ボルト形状の概略図 

図 6 ボルトの引張変形特性と軸径の関係 

図７ ボルトのネジ形状と破断応力の関係 
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以上、本研究では、汎用高力ボルト（F10T）
の 1.8 倍の世界最高強度を持つ量産可能な
1800MPa 級超高力ボルトの材料化学成分と金
属組織ならびにボルト形状を提示できた。 
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